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機構業務の財源に充当する積立金

「財投への償還と利水者からの割賦負担金との条件差等により生じた積立金については、

将来の金利変動等に備えるために活用するほか、

事業の計画的実施、事業の計画変更等によるコスト増の抑制、利水者等の負担軽減等を
図る観点から、所要額を精査した上で、
特定事業先行調整費制度を始め、

施設の耐震性の向上やコスト縮減に資する技術力の維持向上のための調査・技術開発等
に加え、

施設の長寿命化等のための調査・技術開発や地球温暖化対策に資する施設整備等にも
活用するものとする。」

注）上記の内容は、「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について（平成19年12月11日：政策評価・独立
行政法人評価委員会）」のとりまとめを受けて、４主務省が作成した「独立行政法人水資源機構の見直し案（平成19年12月21日：国土
交通省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）」を、行政改革本部が決定したもの。

「中期目標期間終了後の組織・業務の見直しの結論を平成19年度
に得ることとされた独立行政法人の見直しについて

（平成19年12月24日 行政改革推進本部決定）」
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管理施設の管理経過年数（平成２０年度当初）
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３０年以上→２２施設

機構が直面する課題について

①老朽化施設の管理業務の合理化
～ 今後、老朽化する施設が確実に増加していくなかで、
従前以上に効率的な維持管理技術の開発や危機管理
への対応、貯水池の堆砂や水質悪化の進行等に適切
に対応するための調査・研究が求められている。
また、国及び利水事業者の厳しい財政事情を踏まえ、

利水事業者負担等の軽減も強く求められている。
漏水～福岡導水 アオコ発生～印旛沼

平成40年に管理移行30年を超える施設数→44施設

51施設

管
理
開
始

昭
和
３
６
年

３



機構が直面する課題について

事後保全　：　施設の故障が致命的になってから整備更新を実施。
予防保全　：　施設の故障が致命的になる前に適切な補修を実施。

ａ ｂ

ｃ

建設
更新 更新機能診断

予防保全

※保全に必要な費用

予防保全 機能診断

予防保全

機能診断
耐用年数の延伸

(事後保全）
　　　A 　　　　≧　　ａ＋ｂ＋ｃ
（事後保全）　　　（予防保全）

施
　
設
　
機
　
能

高

低

時　間　経　過

施設の長寿命化

A

施設の診断、予防保全によるコスト縮
減を図るとともに、施設の長寿命化等
を図る調査、検討を実施。

現状

４

非破壊検査による劣化状況把握

水路法面の崩壊

アルカリ骨材反応の進行

診断



②工期を遵守した建設事業の実施
～ ダム建設事業は、洪水調節、水道、工業用水の安
定的な供給等のため、工期を遵守した建設を行うこと
が求められているが、本体工事で多額の費用が集中
的に必要となる
（大山ダムの写真は平成20年10月30日現在、平成24年度完成）

大山ダム～堤体左岸 大山ダム～コンクリート製造設備

機構が直面する課題について

５

事業費

年次

ダム建設調整費借入

1年目 ２年目 ３年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目11年目12年目13年目14年目15年目16年目17年目18年目19年目20年目21年目22年目

完成
償還完了時まで事業工期を延長 償還完了

本 体 関 連 工 事 概成

ダム建設調整費償還（10年償還　内3年据置

【堤体盛立・打設等】

予算シーリングの制約

・大山ダム建設事業(平成24年度）
・思川開発事業（平成27年度）
・武蔵水路改築事業（平成27年度）
・木曽川水系連絡導水路事業（平成27年度）
・小石原川ダム建設事業（平成27年度）
※（ ）内は完成予定年度

工期が延びることにより、
① 全体コストが増大
② 施設効果発現の遅延

国の予算シーリングの制約の中、
市中銀行から資金を借入れる制度
（ダム建設調整費）の活用により、
工期を遵守した建設を実施

ダム建設調整費借入

ダム建設調整費償還（10年償還 内３年据置）



③利水事業者等から求められている取り組み
～ ◆環境対策（貯水池の水質保全）
◆地球温暖化対策
◆危機管理

機構が直面する課題について

地球温暖化対策（ＣＯ２排出削減）のための管理
用発電設備の設置及び管理用発電設備による
管理費縮減の推進

水質保全による水道原水のカビ臭味の消滅

漏水

備蓄資材使用

迅速な復旧

災害時の社会
生活への影響
を軽減するた
め応急に必要
な資材を備蓄
する。

６

環境対策 地球温暖化対策

危機管理



④国及び利水事業者等の負担軽減

機構が直面する課題について

国及び利水事業者の財政事情が厳しいことから、建設や管理事業の負担をできる
だけ軽減

国及び利水事業者に追加的な負担を求めることなく危機管理や水質向上等を図る

７

機構が実施している利水事業者へのアンケート調査（毎年実施）での主な意見

・アオコの発生が年々顕著になっており、カビ臭原因生物の繁殖が懸念される

ダムでの抜本的対策が講じられることが安心安全な水供給に不可欠
(都府県企業局：上水)

・剰余金について、事故・災害等の緊急時に対応できるようにし、利水者負担の軽減を図って
いただきたい(都府県企業局：上水・工水)

・農業情勢も冷え込んで一段と厳しい状況であり、更なるコスト縮減に努力をお願いする
(土地改良区：農水)

・利水事業者の負担軽減に配慮したコスト縮減への取り組みに努めていただきたい（市町村：上水）



積立金活用の必要性

水資源機構の目的（機構法第4条）

「機構は、水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設の
改築等及び水資源開発施設等の管理等を行うことにより、産業の発展及び人口の
集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を図ることを
目的とする。」

・ 水資源機構は、 国からの運営費交付
金を受けることなく、水資源開発施設を長
期にわたり、安定的かつ効率的に運営

積立金の活用により、

①機構が直面する課題への対応
②国及び利水事業者が本来負担すべ
き費用の負担軽減

水質改善～曝気循環設備

群馬用水

８



負担軽減とサービス向上のための積立金の活用

９
注：第３期以降については、国土交通省・水資源機構が現段階で算出した想定額であり、
今後の中期計画において、所定の手続きを経て確定

（単位：億円）

1,30515229948334130合 計

4154122248401ダム建設調整費
（利息）

事業調整積立金工期遵守

204204060804
老朽化対策の計画づくり・
危機管理等の技術開発

経営基盤強化
積立金
(経営戦略強化積立金）

経営基盤の
強化

1200040800
水質・土砂・資材ストック
等のパイロット実験

管理特定業務費
積立金

7401626320
管理費用の激変
緩和

管理業務費
負担軽減積立金

30000264管理用発電施設整備積立金

4621281211098321退職金の引当
（独法会計基準による）

退職給付引当金
負担軽減積立金

利水者等へ
のサービス
の向上

想定額想定額想定額
積立金
承認額

積立金
承認額

主 な 内 容積 立 金区 分

合 計

第５期
中期計画
(H35～
H39)

第４期
中期計画
(H30～
H34)

第３期
中期計画
(H25～
H29)

第２期
中期計画
(H20～H24)

第１期
中期計画
(H15～H19)

他の主務大臣・財務大臣との協議、 評価委員会の意見聴取



第2期中期目標期間における積立金による国等への負担軽減

機構法第３１条による積立金は、国、利水事業者等及び都府県に将来にわたり、継続

して公平に負担軽減することにより還元

還元

還元

還元

利水事業者
（水道用水、農業用水、工業用水）

１６２億円

合 計 ３４１億円 合 計 ３４１億円

実際の還元の流れ（イメージ）

機構法第３１条による積立金

① 退職給付引当金負担軽減積立金・・・ ８３億円

② 施設整備積立金 ・・・ ２６億円

③ 管理業務費負担軽減積立金 ・・・ ３２億円

④ 管理特定業務費積立金 ・・・ ８０億円

⑤ 経営基盤強化積立金 ・・・ ８０億円

⑥ 事業調整積立金 ・・・ ４０億円

還元額は、平成２０年度予算における各比率から試算

都府県

４６億円

国

１３３億円

１０
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積立金投入による管理業務費負担軽減

１００％

積立金を活用することにより、国、利水事業者等及び都府県に対して将来にわたり、継続して公平に還元

＜イメージ図＞
国費等及び利水事
業者等負担軽減

ダ
ム
施
設

水
路
施
設

水
道
用
水
・

工
業
用
水
の

利
水
者
負
担
金

土
地
改
良
区
・

府
県
負
担
金

農
水
補
助
金

（
国
費
）

１００％

水
道
用
水
・

工
業
用
水
の

利
水
者
負
担
金

土
地
改
良
区
・

府
県
負
担
金

農
水
補
助
金

（
国
費
）

積立金

国費及び利水事
業者等負担軽減

（通常の管理業務費） （積立金を活用した場合）

（通常の管理業務費） （積立金を活用した場合）
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積立金の活用（第１期と第２期の比較）

８ 案１１２

　第１期中期目標期間（３０億円）
　　①　今後の経営見通しが今ほど明確でなかったことから、積立金を抑制的に計上
　　②　当面必要となる１．５ヶ年分を計上し、残額は補助金申請や追加計上を予定
　　③　事前調整において、補助金申請や追加計上ができなかったため、毎年度収益から必要経費に充当
　第２期中期目標期間（３４１億円）
　　①　必要額は積立金として計上し、財務内容の透明性の向上を図る
　　②　利水事業者からコスト縮減、水質改善等の強い要望が寄せられている
　　③　施設の老朽化対策、危機管理対応など新たなニーズへの対応

独法制度に不慣れ

　　

　

年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24

３２億円

８０億円

２１億円

15

４億円

４０億円

６５億円

５億円

８３億円

８０億円

２６億円

ｂａ
Ｃ

第１期中期目標期間

( ｂ )　毎年度収益
から充当　７０億円

第１期中期目標期間における
　　　実績額（ａ＋ｂ）　　１００ 億円

第１期中期目標期間
　　　承認額　　 （ ａ ）　３０　億円

第２期中期目標期間
　　　承認額　　（ｃ）　　３４１ 億円

第２期中期目標期間

【管理業務費負担軽減積立金】

【管理特定業務費積立金】

【退職給付引当金負担軽減積立金】

【施設整備積立金】

【経営基盤強化積立金】
　　（前経営戦略強化積立金）

【事業調整積立金】

４．５年間 　　５年間

　＜増額理由＞
　ダム建設本来の円滑な実施、適正な
工程の確保

＜増額理由＞
　技術開発、施設長寿命化、老朽化対
策、コスト縮減、危機管理対応、環境保
全等の各種調査など、人的資源活用等
の先行投資

＜増額理由＞
　地球温暖化対策、発電設備等設置
　管理費負担軽減

＜ほぼ同額＞
　退職金積立必要額を計上

＜新規＞
　コスト縮減、部品等の新規備蓄、
水質改善対策、モデル的取組等

＜新規＞
　利水者への還元
　一時的に増嵩する共通経費の負担軽
減（各年度平準化）

４億円 １億円



反映

積立金の処分承認・執行・事後チェック

主務大臣（厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣）認可を受けた第2期中期計画
（平成20年3月31日認可）

「積立金の使途については、新築及び改築事業並びに管理業務等に係る利水者等の負担軽減を図るため、
施設の耐震性の向上やコスト縮減に資する技術力の維持・向上のための調査・技術開発及び施設の長寿
命化のための調査・技術開発並びに地球温暖化対策に資する施設整備等とする。」旨を明記

【積立金の処分承認】
水資源機構において機構法第31条に基づく
積立金の使途を検討
→平成20年6月30日付け国土交通大臣承認

事後チェック

反
映

【毎年度及び中期計画最終年度】
・評価委員会の評価～業務実績
(通則法第32条第1項）

・評価委員会の評価～中期目標期間業務実績
（通則法第34条第1項）
・主務大臣の承認～財務諸表
(通則法第38条第1項）

・監事の意見聴取～財務諸表
（通則法第38条第2項）
・評価委員会の意見聴取～財務諸表
(通則法第38条第3項）

・会計監査人の監査～財務諸表
(通則法第39条）

・主務大臣（国土交通大臣、厚生労働大臣、
農林水産大臣、経済産業大臣）との協議
～財務諸表
（機構法第38条第1項）

利水事業者のニーズ
・負担軽減等の要望
・水質改善の要望

執 行
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積立金に係る会計処理について

積立金に係る会計処理については、独立行政法人会計基準に定められており、「費用が発生したときは、
その同額を取り崩して目的積立金取崩額に」振り替え、「固定資産を取得した場合には、その取得に要し
た額を取り崩して資本剰余金に」振り替えることと規定されている。

①施設整備積立金及び管理特定業務積立金の一部（応急
復旧のために備蓄する機材等に係るもの。）については、
固定資産の取得に充当されるため、利益剰余金から資本
剰余金に振り替えられ、利益剰余金の減額要因となる。

②管理特定業務積立金（貯水池にたまった土砂の下流河
川への人工的な補給の実証実験等に係るもの。）、経営
基盤強化積立金、事業調整積立金、管理業務費負担軽
減積立金及び退職給付引当金負担軽減積立金について
は、費用発生に伴い、目的積立金取崩額として、損益計
算書において収益化され、利益剰余金の減額要因となる。

③退職給付引当金負担軽減積立金を充当する退職給付
費用は、退職給付引当金に繰り入れるためのものであり、
他の積立金を充当するものとは異なり、将来発生する可
能性が高い費用で当期の負担に帰すべき額を計上して
いる。

①

②

③

なお、当期に支出される退職手当は、引当済みの退職
給付引当金を取り崩して支出することとなる。

資本剰余金資本剰余金

損益計算書

費用 収益

経営基盤強化積立金

施設整備積立金

資本金

貸借対照表

資本金

期末 期首

退職給付引当金

（純資産の部）

費用の発生

退職給付引当金負担軽減積立金

事業調整積立金

管理業務費負担軽減積立金

管理特定業務積立金

目的積立金取崩額
目的積立金対応分

（負債の部）

資産の取得

利益剰余金
（積立金）

うち退職給付費用積立金

　　　退職給付引当金
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平成19事業年度資金収支

現・預金残高の状況
○機構は利益剰余金に見合う現・預金を保有していない

○割賦負担金の回収により生じた現金は借入金返済等に充当

＊平成19事業年度決算ベース（一般勘定）

　　現・預金等の内訳

前期からの繰越金
現・預金等
３５６億円

《収　入》

補助金・負担金等
９４０億円

借入金・債券
３６６億円

割賦負担金収入
１，２２３億円

うち
元金８７２億円
利息３５１億円

事業費
９７５億円

借入金・債券償還
１，５０９億円

うち
元金１，２１０億円
利息　　２９９億円

業務外支出等４５億円

次期への繰越金
現・預金等
３５６億円

建設事業等の未払金支払
１６０億円

《支　出》

建設事業等の実施のための
繰越金
１５５億円

H20目的積立金取崩４１億円

計２，８８５億円 計２，８８５億円

　
支出＞保有現金＋割賦回収金のとき。→　その不足分を借り入れる。

支出

保有現金

割賦回収金
借入金

機構の資金調達の仕組み（参考）

月末平均残高
　258億円
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＜参 考 資 料＞

第２期中期目標期間における積立金の使途について第２期中期目標期間における積立金の使途について

退職給付引当金負担軽減積立金退職給付引当金負担軽減積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ１・・・・・・Ｐ１７７

施設整備積立金施設整備積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ１・・・・・・Ｐ１８８

管理業務費負担軽減積立金管理業務費負担軽減積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ１・・・・・・Ｐ１９９

管理特定業務費積立金管理特定業務費積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ・・・・・・Ｐ２０２０

経営基盤強化積立金経営基盤強化積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ・・・・・・Ｐ２１２１

事業調整積立金事業調整積立金 積算内訳積算内訳 ・・・・・・Ｐ・・・・・・Ｐ２２２２

積立金の処分に係る手続きについて積立金の処分に係る手続きについて ・・・・・・Ｐ・・・・・・Ｐ２３２３
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第2期中期目標期間における積立金の使途について

退職給付引当金負担軽減積立金（8,316百万円）積算内訳

（単位：百万円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 計

31,102 31,108 30,827 30,223 30,055

退職給付債務 46,750 47,457 47,798 48,519 49,119

時価年金資産（△） 15,642 16,630 17,574 18,463 19,284

計 31,108 30,827 30,223 30,055 29,835

1,639 1,936 2,266 1,837 1,903

1,646 1,655 1,663 1,669 1,683 8,316

31,108 30,827 30,223 30,055 29,835

＊計数は、単位未満四捨五入。ただし、３１条積立金計上額は、各年度単位未満を切り上げて合計した額である。

当期末残高

要　　引　　当　　額

区　　　　　　分

前期末残高

取崩額（△）

退職給付費用

　機構の組織運営上必要となる退職給付引当金に積立金を充当することにより、国費等及び利水者の負担軽減を図る。

１７

機構の組織運営上必要となる退職給付引当金に積立金を充当することにより、
国費及び利水者の負担軽減を図る



第2期中期目標期間における積立金の使途について

第2期中期計画期間中に必要な額を計上したことによる増

・実施内容
発電設備等（１，３００百万円）
小水力発電設備設置
風力発電設備設置
太陽光発電設備設置

小水力発電施設 太陽光発電設備

施設整備積立金（2,600百万円）積算内訳

機構の組織運営上必要となる施設整備、地球温暖化対策に資する施設の整備
に積立金を充当することにより地球温暖化対策（ＣＯ２削減）を推進するとともに、
国費等及び利水事業者の負担軽減を図る

１８

機械更新等（１，３００百万円）
実験機械器具更新費
機械装置更新経費
宿舎新築等経費



第2期中期目標期間における積立金の使途について
管理業務費負担軽減積立金(３，２２４百万円）積算内訳

水資源機構の組織運営上必要となる共通経費のうち管理業務の負担分に積立金
を充当することにより、国費等及び利水事業者の負担軽減を図る

（注）計数は、単位未満四捨五入している。

(単位：百万円 )

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 計

① 積 立 金 額 （ ② － ③ ） 733 693 645 585 568 3,224

② 共通経費のうち管理業務負担額 2,503 2,463 2,416 2,356 2,338 12,076

③ 共通経費のうち管理業務負担水準 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 8,853

③共通経費のうち管理業務負担水準とは、共通経費の割掛方法を事業費按分から定員比割に変更する前の平成１８年度の負担水準をいう。
イメージ図

（年度） Ｈ１８ Ｈ２０

　

Ｈ１８ Ｈ２０
　（変更）

事業費の推移

（事
業
費

）

建
設

管
理

機構全体事業費

共通経費負担額の推移

変更後

変更前

建

設

管

理

（共
通
経
費
負
担
額

）

（共
通
経
費
負
担
額

）

建

設

管

理

管理業務費負担軽減積立金

管理事業の共通経費総額負担総額が急激に増加
することを緩和するため積立金を活用。

建設事業費減の影響で、管理業務費が相対的に増
えるため共通経費の負担が増大。
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第2期中期目標期間における積立金の使途について

・実施内容
① 施設、設備の故障等に備えた部品等の備蓄に係るモデル的取組 １，０００百万円
② 貯水池にたまった土砂の掘削及び下流河川への人工的な補給の実証実験 ３，４００百万円
③ 新技術を活用した水質保全対策設備の実証実験 ２，０００百万円

④ 貯水池の水質保全、流木の発生量抑制に資するため水源地の
間伐材を機構の施設で防護柵としてモデル的活用 ６００百万円

⑤ 貯水池周辺斜面緑化のためのモデル的整備 １，０００百万円

管理設備の劣化、貯水池の堆砂や水質悪化の進行等に対して、通常の管理業務費とは別に、
将来的なコストの縮減等に資する貯水池保全、危機管理に係る実証実験やモデル的取組に
ついて、積立金を活用する

取組例

管理特定業務費積立金（8，000百万円）積算内訳

アオコ不活性化への実証実験
（異臭味の消滅）

備蓄資材による迅速な復旧
（社会生活への影響軽減）

貯水池周辺斜面緑化のためのモデル的整備
(貯水池水質保全及び景観配慮）

漏
水
発
生

迅
速
な
復
旧

取
組
前

取
組
後

取
組
前

取
組
後

２０



第2期中期目標期間における積立金の使途について

・実施内容
① 施設の長寿命化・更新等の調査、検討 ２，４７４百万円
② 危機管理対応に係る調査、検討 １，２６１百万円
③ 環境保全のための調査、検討 ５４８百万円
④ 技術力の維持向上の取組み ３，７１７百万円

機構の施設や人的資源を活用し、機構の経営基盤の強化や利水者等への還
元を図るための調査等に積立金を活用する。

取組例

経営基盤強化積立金（8，000百万円）積算内訳

今後の老朽化施設の増加や地球温暖化対策、危機管理等に対処するため、施設の長寿命化のための
施設維持計画（ストックマネジメント）の作成、施設の耐震性向上のための調査、検討等を実施すること
による増。

全面改修を行うのではなく、
現場状況に応じた対策工事を
調査、検討することにより、コ
スト縮減を図る。

例）全面改修ではなく部分的
水路法面の更新

炭素繊維シートによる部分的な補強

２１

・補修・補強、更新及
び既設利用の組合せ
を決定

・老朽化の進行、対策
工事の経済性等を総
合的に勘案し、最適
な対策工事を選定

施設調査・機能診断 施設維持計画作成

○老朽化状況に応じ
た対策検討

○老朽化状況の把握

特殊機器を使用した非
破壊検査等により、老朽
化度合いを詳細に診断。



第2期中期目標期間における積立金の使途について

事業調整積立金（4,000百万円）積算内訳

（単位：百万円）

平成２０年度平成２１年度平成２２年度平成２３年度平成２４年度 計

調 達 額 0 10,428 28,174 32,816 36,991 108,409

ダム建設調整費利息相当額 0 92 500 1,247 2,161 4,000

     ※計数は、単位未満四捨五入している。

(単位:百万円）

対象事業名 大山ダム 思川開発 武蔵水路 木曽川連絡 小石原川ダム 計

調達額 32,056 38,830 15,957 10,638 10,928 108,409

利息相当額 1,800 1,291 458 197 254 4,000

計 33,856 40,121 16,415 10,835 11,182 112,409

　計画的な事業実施のため調達した民間借入金の支払利息について、積立金を充当することにより、国費等及び利水者
の負担軽減を図る。

２２

計画的な事業実施のため調達した民間借入金の支払利息について、積立金を活用
することにより、国費等及び利水事業者の負担軽減を図る

・大山ダム建設事業(平成24年度）

・思川開発事業（平成27年度）

・武蔵水路改築事業（平成27年度）

・木曽川水系連絡導水路事業（平成27年度）

・小石原川ダム建設事業（平成27年度）

事業の円滑な進捗を図るため

ダム建設調整費を活用し、

発生する支払利息に積立金を充当

※ （ ）内は完成予定年度



積立金の処分に係る手続きについて

国土交通大臣

農林水産大臣
（協議対応）

厚生労働大臣
（協議対応）

経済産業大臣
（協議対応）

国土交通省評価委員会

水
資
源
機
構

財務大臣（協議対応）

申請

承認

意見聴取

積立金の処分（機構法31条、38条、40条）

協
議

協
議
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① ②－１
②－２

③

②－２


